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１ ＩＡＥＡによる人材育成活動

ＩＡＥＡは，加盟国に対し，原子力関連分野において様々
な人材育成活動を実施。

主な人材育成活動

 第三国への研修生の派遣

 トレーニングコースの開催

 専門家会合/ワークショップの開催

 E-Learningの構築 等

（参考）人材育成分野におけるＩＡＥＡの役割に対する国際社会からの評価

第６１回ＩＡＥＡ総会 ＩＡＥＡによる技術協力活動の強化に関する決議（抜粋）

“原子力に関する知識管理，教育及び訓練においてＩＡＥＡが展開している活動及び基盤
整備，規制枠組みの構築及び強化，さらには持続可能性を確かなものにするための技術
力の向上を目的とした，ＩＡＥＡによる国立及びその他原子力関連機関に対する率先した
支援を評価しつつこれに留意する。”
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２ 外務省による支援：意義

（参考）持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）

• ２０１５年９月の国連サミットにて，先進国を含む国際社会全体の開
発目標として、２０３０年を期限とする包括的な１７の目標を設定。

• ＩＡＥＡは，９つのゴールを貢献分野と定めている。

地球規模の課題に対する国際貢献
• 「３Ｓ」確保⇒原子力の平和的利用の促進
• 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）達成に向けた貢献

日本の専門家，技術，組織の国際展開の促進

⇒外務省はＩＡＥＡの活動を様々な形で支援
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２ 外務省による支援：原子力安全分野
-ＣＢＣでの研修支援（１）-

 福島第一原発事故後，ＩＡＥＡと我が国は事故対応・国際的な原子力安全
の強化に向け，緊密に協力。

 ２０１２年１２月，原子力安全に関する福島閣僚会議（＊）にて，ＩＡＥＡと福
島県の間で覚書及びＩＡＥＡと外務省との間で実施取決めに署名が行われ
た。
（＊）日本・ＩＡＥＡ共催。１１７ヶ国及び１３の国際機関が参加。

 同覚書・実施取決めに基づき，２０１３年５月，ＩＡＥＡが，福島県内に原子力
事故対応等のための「緊急時対応援助ネットワーク」（ＲＡＮＥＴ）の研修セ
ンター（ＣＢＣ）を指定，外務省が支援を実施。
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２ 外務省による支援：原子力安全分野
-ＣＢＣでの研修支援（２）-

 これまで放射線モニタリング，リスクコミュニケーション等をテーマに，
原子力事故対応等関係者に向けて，合計１９回の研修を実施。

【海外向】１５回。アジア太平洋地域等，約６０ヶ国から約３５０名が参加。
【国内向】４回。新潟県，佐賀県，青森県等の自治体から，約５０名が参加。

 ２０１７年，原子力事故対応の他，自然災害対応のために，地震発生時
に活用できるような非破壊検査関連機材による建物の強度測定に関す
る研修を実施。

福島県 環境創造センター（ＣＢＣ指定先）ワークショップの様子
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２ 外務省による支援：保障措置分野
-イランのJCPOA履行支援-

イランの包括的共同作業計画（ＪＣＰＯＡ）履行支援の一環と
して，ＩＡＥＡに対する支援を通じ，ＪＡＥＡの協力の下，イラン原
子力庁職員（２６名）に対し，ＩＡＥＡ保障措置に関する集団研
修を実施。

保障措置実施に必要となる情報及びそれらの情報をＩＡＥＡに
提供する方法について学習・議論を実施。

（参考）日本のＪＣＰＯＡ履行支援

• ＪＣＰＯＡの着実な履行を後押しするため，原子力安全及びＩＡＥＡ保障措置・
透明性措置実施の分野において，ＩＡＥＡを通じた協力を実施。

• 集団研修の他，ＩＡＥＡに対し，核合意履行の検証・監視の活動経費として１５
０万ユーロを，原子力安全分野の協力として５５万ユーロを割りあて。
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２ 外務省による支援： 医療・保健分野
-中南米地域における高等放射線治療の修士課程プログラム

放射線治療の人材不足が深刻な中南米地域に
対する支援として，チリにて，がんの診断及び治
療のための放射線腫瘍学にかかる修士課程プ
ログラムを開講。

１３の中南米諸国から１５名が受講。

外務省による支援：

平和的利用イニシアティブ（ＰＵＩ）拠出金を通じて

２７.５万米ドルを支援。受講生９名分の参加費用

を負担。
授業を受ける受講生（写真：IAEA）

平石駐チリ大使と修士課程受講生の集合写真
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２ 外務省による支援：環境・水分野
-ＲＣＡ海洋モニタリングプロジェクト-

ＲＣＡは，アジア・大洋州地域の原子力の平和
的利用分野における協力協定であり，日本は
ＲＣＡの下実施されている技術協力プロジェク
トに参画。

海洋モニタリングプロジェクトは，原子力関連
施設から海洋に放出された放射性物質の影
響評価，海洋モニタリング関連技術及び専門
知識向上が目的。

外務省による支援：

プロジェクト関連会合への専門家の参画を支
援し，技術移転に協力。

モニタリング試料採取の様子（写真：IAEA）
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２ 外務省による支援：環境・水分野
-サヘル地域の共有帯水層システム及び流域の総合的及び
持続可能な管理-

アフリカのサヘル地域（左下図）の持続可能な水資源管理を目的とし，同地域に住
む１億３５００万人の安全な水へのアクセス確保のため，同位体分析技術を活用し，
地下水のデータを採取。

外務省による支援：

ＰＵＩによる２５万米ドルの財政支援により，対象地域への専門家派遣，トレーニン

グコース，サンプリング採取等が実施され，１３のアフリカ諸国の能力構築に貢献。

ガーナ北部で化学・同位体分析のために井戸から地
下水のサンプリングを行っている様子（写真：IAEA)本プロジェクトの対象地域・諸国（写真：IAEA）
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２ 外務省による支援：工業分野
- ＲＣＡ放射線加工プロジェクト-

 放射線加工技術を用いた，高度グラフト材料の開発を目的としたプロジェクト。

 プロジェクト参加国は，実習やワークショップ等への参加を通じ，グラフト高分子材
料の高度特性評価手法、放射線グラフト重合の装置設計等に関する知見・技術を
習得。

 外務省による支援：

• プロジェクト関連会合への専門家の参画を支援し，技術移転に協力。

• 関連会合の本邦開催を支援。

放射線加工による有害金属捕集材の開発にか
かる実習

日本の研究施設を見学
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２ 外務省による支援：分野横断
- IAEA原子力応用研究所改修プロジェクト（ReNuAL) -

１９６２年にウィーン郊外のサイバースドルフに設立した，原子力科学技術の応用に関する研
究開発・人材育成を行う８つのラボからなる研究所を包括的に近代化するプロジェクト。

ラボの新設及び既存の施設改修により，より大規模かつ質の高いトレーニングの実施が期待
される。

外務省による支援：

 ＰＵＩによる約６００万米ドルの財政支援（米国に次
いで第２位の拠出額。

 これまでＰＵＩを通じて支援を行った様々な分野の技
術協力プロジェクトのトレーニングコースに同研究
所を活用。

①のラボ新設
地

②，③，④統合
ラボ新設地

改修予定の既存ラボ群（⑤～⑧）

取り壊し予定の①
の旧ラボ

ReNuALプロジェクト概観

⑦線量測定 ⑧原子力科学・計装

④水資源管理・穀物栄養学

⑤植物育種・遺伝学

①害虫対策 ②食糧・環境保護 ③畜産・動物衛生

⑥陸地環境

第６１回IAEA総会でのドナー国向け式典 写真：IAEA

写真：IAEA
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（参考）外務省による邦人職員増強に向けた取組

ＩＡＥＡにおける邦人職員増強に向け，外務省は以下の取組を実施。

• 若手日本人を国際機関に原則2年間派遣するジュニア・プロフェッショナ
ル・オフィサー（JPO）制度の実施

• 国際機関の空席ポスト情報提供

• 日本人職員採用に向けた国際機関への働きかけ

• 大学・セミナー等での学生を対象とした「国際機関就職ガイダンス」の開催

• 国際機関への就職に関する情報・各種資料の提供

• 国際機関への就職に関する各種照会への対応 等
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まとめ

人材育成は国際社会における重要なアジェンダ。

我が国の高い知見を国際社会の発展のために役立
てることは非常に重要であり，ＩＡＥＡやＩＡＥＡ加盟国
からの期待も高い。

外務省として，引き続き原子力人材育成ネットワー
クとも協力しながら， IAEAを通じた加盟国への原子
力人材育成支援活動に取り組んでいきたい。
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